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 配当金支払開始予定日  ― 

(百万円未満切捨て) 

１. 19 年 7 月中間期の業績（平成 19 年２月１日～平成 19 年 7 月 31 日） 
（1）経営成績                                     (％表示は対前年中間増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
当期(中間)純利益ま 
たは中間純損失(△) 

 
19 年 7 月中間期 
18 年 7 月中間期 

百万円   ％ 
5,083    16.7  
4,355    9.1  

百万円   ％ 
115   △26.7  
157   △25.7  

百万円   ％ 
139   △23.8  
183   △20.5  

百万円   ％ 
△111         ―  
98    △98  

1 9 年 １ 月 期 9,159        187              241              67        
 
 １株当たり中間(当期)純利益 

ま た は 中 間 純 損 失 ( △ ) 
潜在株式調整後１株当たり中間(当期) 
純利益または中間純損失(△) 

 
19 年 7 月中間期 
18 年 7 月中間期 

円 銭 
△27 18   
24 07  

円  銭 
――― 
――― 

1 9 年 1 月 期 16 52  ――― 
（参考）持分法投資損益 19年7月中間期   ― 百万円 18年7月中間期   ― 百万円 19年1月期   ― 百万円 

 
（2）財政状態 

 総  資  産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 
1 9 年 7 月中間期 
18 年 7 月中間期 

百万円 
7,063    
6,723    

百万円 
4,223    
4,422    

％ 
59.8 
65.8 

円  銭 
1,030   70  
1,079   20  

1 9 年 1 月 期 6,827    4,400 64.5 1,073     87  
 (参考) 自己資本 19年７月中間期4,223百万円 18年７月期4,422百万円 19年１月期4,400百万円 
 
（3）キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物期
末 残 高 

 
1 9 年 7 月中間期 
1 8 年 7 月中間期 

 百万円 
57      
638       

 百万円 
△ 49    
△ 115       

 百万円 
68    

△ 22       

 百万円 
1,244    
1,442       

1 9 年 1 月 期 589    △ 260    △ 103    1,168    
 
 
２. 配当の状況 
 1 株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

19 年 1 月期 
円 銭 

― 
円 銭 

12.50 
円 銭 

12.50 

20 年 1 月期 ― ― 

20 年 1 月期(予想) ― 12.50 
12.50 

 
 
３. 20 年１月期の業績予想（平成 19 年２月１日～平成 20 年１月３１日）            (％表示は対前期増減率) 
 

売 上 高 営業利益 経 常 利 益  当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

通 期 
百万円  ％ 

9,600   4.8  
百万円  ％ 

290   54.9  
百万円  ％ 

320   32.4  
百万円  ％ 
50 △ 26.1  

円 銭 
12 20  
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４. その他 
(1) 重要な会計方針の変更 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更  無 
(注) 詳細は 16 頁「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項」をご覧ください。 

 
(2) 発行済株式数(普通株式) 
① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 19年７月中間期 4,098,000株 18年７月中間期 4,098,000株 
 19年１月期 4,098,000株   
② 期末自己株式数 19年７月中間期 ― 18年７月中間期 ― 
 19年１月期 ―   
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定の基礎となる株式数については 24 頁「１株当たり情報」をご覧ください。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
(注) 通期の業績予想につきましては、平成 19 年３月 15 日の決算発表時に公表の業績予想から修正しております。詳細につ
きましては、平成 19 年９月 13 日公表の「業績予想の修正および特別損失の発生に関するお知らせ」をご参照ください。 
上記業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際
の業績等は業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料３頁を
参照してください。 
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1.経営成績 
(1) 経営成績に関する分析 

① 当中間会計期間の経営成績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に、企業の投資意欲は堅調に推移

いたしました。民間の設備投資は増加傾向を維持するとともに、雇用情勢や所得環境にも持ち直し

が見られるなど、景気は引き続き回復基調で持続いたしました。 

建設業界におきましては、民間投資は好調な設備投資に支えられ増加傾向が続き、住宅投資も「団

塊のジュニア」の需要が始まるなど順調な推移でありましたが、公共建設投資は縮減が続き、事業

の縮小に伴う受注環境の変化により、価格競争は採算性の低下となるなど、業界を取り巻く環境は

一段と厳しい状況となりました。 

この結果、受注高につきましては、51億96百万円(前年同期比31.0％増)となりました。 

完成工事高につきましては、50億83百万円(前年同期比16.7％増)となりました。 

利益につきましては、受注価額が低下するなか工事原価や経費を削減に努めました結果、営業利

益は１億15百万円(前年同期比26.7％減)経常利益は１億39百万円(前年同期比23.8％減)中間純損

失は１億11百万(前年同期は67百万円の中間純利益)となりました。 

 ② 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、金利や原油価格高騰による原材料価格の先高感などの不安要因は

あるものの、企業収益の増加や個人消費の回復に支えられ、景気は引続き好調に推移するものと思

われます。 

建設業界におきましては、民間建設投資は、住宅投資を主体にしばらく堅調を維持するものと予

想されますが、公共投資は、国、地方ともに財政難により回復が期待できないことから、受注競争

の激化や利益水準の低下など厳しい経営環境が続くと思われます。 

当社といたしましては、かねてより耐震補強にかかわる分野への営業展開を積極的に取り組んで

まいりましたが、さらに今期より地震による液状化防止のための地盤改良にもひろげ取り組んでま

いります。また管理面では、引き続きお客様から信頼を得るためにコンプライアンスを徹底し、企

業の社会的責任を自覚した行動に総力をあげて取り組んでまいります。 

平成20年1月期の通期の見通しといたしましては、完成工事高9,600百万円(前期比4.8％増)、

経常利益３億20百万円(前期比32.4％増)、当期純利益50百万円(前期比26.1％減)を見込んでお

ります。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析 

当中間会計期間末における資産合計は70億63百万円となり。前期末に比べ２億36百万円増加いたし

ました。これを流動・固定資産別にみますと以下のとおりであります。 

流動資産は46億57百万円で前期末に比べ３億96百万円増加しました。これは主に受取手形、未成工

事支出金の増加によるものであります。 

固定資産は24億５百万円で前期末に比べ１億59百万円減少となりました。これは主に保険積立金等

の減少によるものであります。 

当中間会計期間末における負債合計は28億39百万円となり前期末に比べ４億13百万円増加いたし

ました。これを流動・固定負債別にみますと以下のとおりであります。 
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流動負債は25億12百万円で前期末に比べ２億41百万円増加しました。この主なものは未成工事受入

金の増加によるものであります。固定負債は３億27百万円で前期末に比べ１億72百万円増加となりま

した。これは主に長期借入金の増加によるものであります。当中間会計期間末における純資産合計は

42億23百万円となりました。 

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、現金および現金同等物は前期末残に

比べ76百万円増加しました。 

この結果、現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高は12億44百万円となりました。 

なお、当中間会計期間における各キャッシュ･フローの状況は次のとおりであります。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、57百万円(前年同期は６億38百万円)と

なりました。この主な要因は、未成工事受入金の増加、たな卸資産の増加などによるものでありま

す。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、49百万円(前年同期は１億15百万円)と

なりました。この主な要因は有形固定資産の取得によるものであります。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、68百万円(前年同期は22百万円の支出)

となりました。この主な要因は、長期借入金の増加によるものであります。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

利益配分につきましては、今後の事業展開に向けて内部留保を充実することにより企業体質の強化

を図るとともに、業績の進展に応じた配当を実施し、安定的な配当維持を基本方針としております。

内部留保資金につきましては、設備資金や企業体力の充実など今後の事業拡大につながる活用をして

まいります。 

以上の配当方針に基づき、期末配当金につきましては前期と同様１株につき12円50銭の配当を予定

しております。 

(4) 事業等のリスク 

中間決算短信に記載された経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に

関する事項については、中間決算短信提出日(平成19年９月14日)現在において当社が判断したもので

あります。 

イ. 官公庁への依存について 

当社は特殊土木工事、住宅地盤改良工事等の土木工事を事業としており、その受注の概ね50％が

官公庁の施工であります。そのため、当社の業績は国の整備計画等の長期計画に基づく支出に加え、

財政再建からなる財政政策の影響を受ける可能性があります。 

ロ. 特定取引先への依存について 

当社は積水ハウス㈱とその関連企業への売上高が完成工事高のうち40％前後となっております。
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このことは当社が培ってきました地盤改良工事における技術力と、永年にわたる同社との信頼関係

によるものであります。当社においては、同社への売上高の依存度は高くなっておりますが、継続

的かつ安定的な取引先として当社の業績に大きく寄与しております。 
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2.企業集団の状況 
 

 当企業集団は、当社と子会社の明和地研㈱１社であり、当社は特殊土木工事、住宅地盤改良工事の２

分野での専門業者であり、同社は地質調査業を事業内容としております。当社は、明和地研㈱に地質調

査、設計等を一部発注しており、また、明和地研㈱より地盤改良工事関係の施工を一部受注しておりま

す。 

当社は明和地研㈱の発行済株式総数の 75％を保有し、同社とは今後とも密接な関係を維持することに

より、企業集団の発展を目指してまいります。 

 

    事業の系統図は次の通りであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.経営方針 
 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、創業以来「建設で拓く豊な都市づくり」を企業理念に、下水道、電力、ガス、通信などの管

路敷設工事と地盤改良工事を手がけ、都市の基盤整備をとおして地域社会の発展に貢献できる企業を目

指しております。 

当社の主力としております都市土木につきましては、下水道普及率の引き上げ、電力・通信の地中線

化、都市部における雨水対策等はこれからも広がる市場であり、また地盤改良工事につきましては、個

人住宅をはじめとしたさまざまな構造物の築造には不可欠な工法であります。 

しかしながら近年事業環境は厳しく、公共事業投資は、国・地方ともに事業の効率化と歳出抑制によ

る支出の縮減が続いています。これらの状況の中で、当社は専業者としての高い技術力を、これからも

維持することを経営方針としております。 

得  意  先 

            施工 

当   社 

住宅地盤改良工事 特殊土木工事 
施工  地質調査 

設計 

 明 和 地 研 ㈱  
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(2)目標とする経営指標 

競争が激化していくなか、強い企業体質を構築するうえで大切な経営姿勢として「経営の効率化と高

収益体制の維持」を経営方針の一つとして掲げ、その指標として本業での成果をあらわす営業利益率 5%

以上とすることを目標とし常に収益改善に努め、コストの削減意識をもって企業経営に取り組んでまい

ります。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

ＴＲＤ工法(地中連続壁工法)を主要な事業の一つとしてとらえて推進しており、すでに地中掘削時の

土留壁、構造物の基礎壁などで実績をあげております。今後は引き続き受注活動に重点をおき、長期的

にはＴＲＤ工事を住宅地盤改良工事、特殊土木工事に次ぐ工種にしたいと考えております。また、新し

い工法として本格的に新規参入しました超多点注入工法は液状化防止に有効な工法として需要が見込ま

れ、今後の業績向上の要因の一つと考えております。 

(4) 会社の対処すべき課題 

自然・生活環境と調和した企業活動、情報社会に適合した社内体制の整備に取り組んでまいります。 

また、厳しい事業環境のなかで当社は、企業間競争に打ち勝つための施策を実施してまいりました。

さらに社会環境の変化や市場動向を的確に捉え、変化に対処できる体制を確立し、安定的利益確保に努

め、業績向上を図ってまいります 

(5) 内部管理体制の整備・運用状況 

当社はコーポレートガバナンスの充実に向けた取組の一環として社内規程の整備その他内部管理体制

の整備などによる管理体制強化と牽制組織の充実を図っております。 

当社の内部監査室が組織・業務分掌及び職務権限を監視することにより組織内の牽制機能を果たして

おります。また、これらの諸規定の運用状況を適宜検討し、内部牽制が有効に機能するように取組んで

おります。 

(6) その他、会社の経営上の重要な事項 

該当事項はありません。 

 

 

 



－8－ 

4. 中間財務諸表等 
 

中 間 貸 借 対 照 表 
（単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成 18 年 7 月 31 日）

当中間会計期間末 
（平成 19 年 7 月 31 日） 

前 事 業 年 度 
要約貸借対照表 
(平成19年1月31日) 

 
        期 別 
 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（資産の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産       

現 金 預 金 1,754,954  1,556,892  1,480,609  

受 取 手 形 400,726  517,988  394,095  

完 成 工事 未収 入金 974,318  1,192,635  1,175,375  

未 成 工 事 支 出 金 844,460  1,365,198  1,174,209  

そ の 他 81,631  66,927  76,134  

貸 倒 引 当 金 △ 10,010  △ 41,858  △ 39,070  

流 動 資 産 合 計 4,046,080 60.2 4,657,784 65.9 4,261,356 62.4 

       

Ⅱ 固 定 資 産       

有 形 固 定 資 産       

建 物 241,312  228,593  235,027  

機 械 装 置 696,397  588,774  600,295  

土 地 1,008,011  1,008,011  1,008,011  

そ の 他 43,194  54,938  49,107  

     計 1,988,916 29.6 1,880,316 26.6 1,892,442 27.7 

無 形 固 定 資 産 5,246 0.1 5,067 0.1 5,139 0.1 

投資その他の資産       

 投 資 有 価 証 券 372,106  368,598  395,201  

 そ の 他 486,213  296,598  565,940  

貸 倒 引 当 金 △ 175,468  △ 144,607  △ 292,919  

      計 682,852 10.1 520,589 7.4 668,225 9.8 

固 定 資 産 合 計 2,677,015 39.8 2,405,974 34.1 2,565,807 37.6 

資 産 合 計 6,723,096 100.0 7,063,758 100.0 6,827,163 100.0 

       

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成 18 年 7 月 31 日） 

当中間会計期間末 
（平成 19 年 7 月 31 日） 

前 事 業 年 度 
要約貸借対照表 
(平成19年1月31日) 

 
        期 別 
 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（負債の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債       

支 払 手 形 591,758  686,657  698,040  

工 事 未 払 金 547,957  732,488  831,260  

短 期 借 入 金 ―  30,000  ―  

一年以内返済予定の長期借入金 159,120  137,276  140,480  

未 払 法 人 税 等 107,664  6,414  81,348  

未 成 工 事 受 入 金 344,914  682,102  324,755  

賞 与 引 当 金 41,423  34,924  40,250  

役 員 賞 与 引 当 金 22,200  18,300  36,600  

設 備 支 払 手 形 69,667  17,582  7,182  

そ の 他 196,733  166,771  111,170  

流 動 負 債 合 計 2,081,439 31.0 2,512,516 35.6 2,271,087 33.2 

       

Ⅱ 固 定 負 債       

長 期 借 入 金 115,500  147,061  53,960  

退 職 給 付 引 当 金 103,604  104,293  101,379  

役員退職慰労引当金 ―  76,090  ―  

固 定 負 債 合 計 219,104 3.2 327,444 4.6 155,339 2.3 

負 債 合 計 2,300,543 34.2 2,839,960 40.2 2,426,427 35.5 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成 18 年 7 月 31 日）

当中間会計期間末 
（平成 19 年 7 月 31 日） 

前 事 業 年 度 
要約貸借対照表 
(平成19年1月31日) 

 
        期 別 
 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

(純資産の部)  ％  ％  ％ 

Ⅰ 株 主 資 本       

資 本 金 456,300 6.8 456,300 6.5 456,300 6.7 

資 本 剰 余 金       

資 本 準 備 金 340,700  340,700  340,700  

資 本 剰 余 金 合 計 340,700 5.1 340,700 4.8 340,700 5.0 

利 益 剰 余 金       

利 益 準 備 金 114,075  114,075  114,075  

その他利益剰余金       

 圧 縮 記 帳 積 立 金 9,682  9,682  9,682  

 別 途 積 立 金 3,230,000  3,230,000  3,230,000  

 繰 越 利 益 剰 余 金 175,352  △ 18,180  144,416  

利 益 剰 余 金 合 計 3,529,109 52.5 3,335,576 47.2 3,498,173 51.2 

株 主 資 本 合 計 4,326,109 64.4 4,132,576 58.5 4,295,173 62.9 

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等       

その他有価証券評価差額金 96,443  91,220  105,562  

 評価・換算差額等合計 96,443 1.4 91,220 1.3 105,562 1.6 

 純 資 産 合 計 4,422,552 65.8 4,223,797 59.8 4,400,736 64.5 

 負 債 ・純資産合計 6,723,096 100.0 7,063,758 100.0 6,827,163 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 

（単位：千円） 
前中間会計期間 

自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

前事業年度要約損益計算書
自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日 

 
期 別 

 
科 目 

金  額 比 率 金  額 比 率 金  額 比 率 

  ％  ％  ％ 
Ⅰ 完 成 工 事 高 4,355,780 100.0 5,083,043 100.0 9,159,850 100.0 
Ⅱ 完 成 工 事 原 価 3,859,239 88.6 4,577,713 90.1 8,168,836 89.2 
       
完 成 工 事 総 利 益 496,540 11.4 505,329 9.9 991,014 10.8 
       

Ⅲ 販売費及び一般管理費 338,572 7.8 389,507 7.6 803,749 8.8 
営 業 利 益 157,967 3.6 115,822 2.3 187,265 2.0 

       
Ⅳ 営 業 外 収 益       
受 取 利 息 43  316  191  
そ の 他 30,105  28,619  65,102  
営 業 外 収 益 計 30,148 0.7 28,936 0.6 65,293 0.7 

       
Ⅴ 営 業 外 費 用       
支 払 利 息 1,388  2,313  2,992  
そ の 他 3,285  2,640  7,934  
営 業 外 費 用 計 4,673 0.1 4,953 0.1 10,927 0.1 
経 常 利 益 183,443 4.2 139,805 2.8 241,630 2.6 

       
Ⅵ 特 別 利 益       
投資有価証券売却益 ―  5,461  ―  
固 定 資 産 売 却 益 197  287  1,234  
特 別 利 益 計 197 0.0 5,748 0.1 1,234 0.0 

       
Ⅶ 特 別 損 失       

過年度役員退職慰労引当金繰入額 ―  194,980  ―  
固定資産除売却損 3,485  186  3,485  
投資有価証券評価損 1,201  ―  ―  
特 別 損 失 計 4,686 0.1 195,166 3.9 3,485 0.0 

       
税引前中間(当期)純利益 
または税引前中間純損失(△) 178,954 4.1 △ 49,612 △1.0 239,380 2.6 

法人税、住民税及び事業税 104,942 2.4 12,420 0.2 177,525 1.9 
法 人 税 等 調 整 額 △ 24,624 △0.6 49,338 1.0 △ 5,845 △0.0 

       
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
または中間純損失(△) 98,636 2.3 △ 111,372 △2.2 67,700 0.7 

       

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

 前中間会計期間(自平成 18年２月１日 至平成 18年 7月 31 日) 
(単位：千円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 圧縮記帳

積立金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

利益剰余
金合計 

株主資本
合計 

平成18年1月31日 
残高 

456,300 340,700 340,700 114,075 9,848 3,130,000 272,174 3,526,098 4,323,098 

中間会計期間中の 
変動額 

         

その他利益剰余
金の積立 

     100,000 △100,000   

その他利益剰余
金の取崩 

    △166  166   

剰余金の配当       △51,225 △51,225 △51,225 

役員賞与金       △44,400 △44,400 △44,400 

中間純利益       98,636 98,636 98,636 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額 
(純額) 

         

中間会計期間中の
変動額合計 

    △166 100,000 △96,822 3,011 3,011 

平成18年7月31日 
残高 

456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 175,352 3,529,109 4,326,109 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等
合計 

純資産合計 

平成18年1月31日
残高 

135,697 135,697 4,458,795 

中間会計期間中の
変動額 

   

その他利益剰余
金の積立 

   

その他利益剰余
金の取崩 

   

剰余金の配当   △51,225 

役員賞与金   △44,400 

中間純利益   98,636 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額 
(純額) 

△39,254 △39,254 △39,254 

中間会計期間中の
変動額合計 

△39,254 △39,254 △36,242 

平成18年7月31日
残高 

96,443 96,443 4,422,552 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております
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 当中間会計期間(自平成 19年２月１日 至平成 19年 7月 31 日) 
(単位：千円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 圧縮記帳

積立金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

利益剰余
金合計 

株主資本
合計 

平成19年1月31日 
残高 

456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 144,416 3,498,173 4,295,173 

中間会計期間中の 
変動額 

         

剰余金の配当       △51,225 △51,225 △51,225 

中間純損失       △111,372 △111,372 △111,372 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額 
(純額) 

         

中間会計期間中の
変動額合計 

      △162,597 △162,597 △162,597 

平成19年7月31日 
残高 

456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 △18,180 3,335,576 4,132,576 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等
合計 

純資産合計 

平成19年1月31日
残高 

105,562 105,562 4,400,736 

中間会計期間中の
変動額 

   

剰余金の配当   △51,225 

中間純損失   △111,372 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額 
(純額) 

△14,341 △14,341 △14,341 

中間会計期間中の
変動額合計 

△14,341 △14,341 △176,938 

平成19年7月31日
残高 

91,220 91,220 4,223,797 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 前事業年度(自平成 18年２月１日 至平成 19年 1月 31 日) 
(単位：千円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 圧縮記帳

積立金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

利益剰余
金合計 

株主資本
合計 

平成18年1月31日 
残高 

456,300 340,700 340,700 114,075 9,848 3,130,000 272,174 3,526,098 4,323,098 

事業年度中の 
変動額 

         

その他利益剰余
金の積立(注２) 

     100,000 △100,000   

その他利益剰余
金の取崩(注２) 

    △166  166   

剰余金の配当 
(注２) 

      △51,225 △51,225 △51,225 

役員賞与金 
(注２) 

      △44,400 △44,400 △44,400 

当期純利益       67,700 67,700 67,700 

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額 
(純額) 

         

事業年度中の変動
額合計 

    △166 100,000 △127,758 △27,924 △27,924 

平成19年1月31日 
残高 

456,300 340,700 340,700 114,075 9,682 3,230,000 144,416 3,498,173 4,295,173 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等
合計 

純資産合計 

平成18年1月31日
残高 

135,697 135,697 4,458,795 

事業年度中の変動
額 

   

その他利益剰余
金の積立(注２) 

   

その他利益剰余
金の取崩(注２) 

   

剰余金の配当 
(注２) 

  △51,225 

役員賞与金 
(注２) 

  △44,400 

当期純利益   67,700 

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額 
(純額) 

△30,134 △30,134 △30,134 

事業年度中の変動
額合計 

△30,134 △30,134 △58,059 

平成19年1月31日
残高 

105,562 105,562 4,400,736 

(注) 1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
   2. 平成 18 年４月定時株主総会における利益処分項目であります 
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中間キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円） 

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

前中間会計期間 
自平成18年２月１日 
至平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自平成19年２月１日 
至平成19年７月31日 

前事業年度 
自平成18年２月１日 
至平成19年１月31日 科    目 

金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税引前中間(当期)純利益または税引前中間純損失(△)  178,954 △ 49,612 239,380 
  減 価 償 却 費 118,550 105,408 252,396 

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 2,906 △ 5,325 1,732 
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 22,200 △ 18,300 36,600 

   貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 9,515 △ 145,523 156,026 
   退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 8,927 2,913 6,702 
  役員退職慰労引当金の増減額 ― 76,090 ― 
  受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 3,137 △ 2,812 △ 6,243 
 支 払 利 息 1,383 2,313 2,992 
固 定 資 産 売 却 益 △ 197 △ 287 △1,234 
固 定 資 産 除 売 却 損 3,485 186 3,485 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,201 ― ― 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― △ 5,461 ― 

  売 上 債 権 の 増 減 額 462,902 △ 141,152 268,475 
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ 8,552 △ 188,981 △ 338,114 
破 産 債 権 更 生 債 権 の 増 減 額 △ 15,628 163,321 △ 116,729 

 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 82,657 △ 110,155 294,088 
   未 成 工 事 受 入 金 の 増 減 額 132,241 357,346 112,082 
   役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 44,400 ― △ 44,400 
   そ の 他 △ 22,661 103,292 △ 58,166 

小     計 765,033 143,261 809,074 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 3,137 2,812 6,243 
   利 息 の 支 払 額 △ 1,383 △ 2,313 △ 2,992 
   法 人 税 等 の 支 払 額 △ 128,238 △ 86,475 △ 222,495 

営業活動によるキャッシュ・フロー 638,549 57,283 589,829 
    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 152,000 △ 252,000 △ 362,000 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 152,000 252,000 362,000 

 有形固定資産の取得による支出 △ 108,769 △ 58,178 △ 249,215 
 有形固定資産の売却による収入 700 352 2,400 
 投資有価証券の取得による支出 △ 7,134 △ 7,025 △ 13,687 
 投資有価証券の売却による収入 ― 14,962 ― 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 115,204 △ 49,889 △ 260,502 
    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
  短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 ― 30,000 ― 
  長 期 借 入 れ に よ る 収 入 100,000 180,000 100,000 
  長期借入金の返済による支出 △ 71,850 △ 90,103 △ 152,030 
  配 当 金 の 支 払 額 △ 50,895 △ 51,008 △ 51,043 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 22,745 68,888 △ 103,074 
    

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 500,599 76,283 226,254 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 942,355 1,168,609 942,355 
Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 1,442,954 1,244,892 1,168,609 
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

１．有価証券の評価基準方法及び評価方法 

子会社株式 
 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
 時価のないもの 
  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    未成工事支出金 個別法による原価法 

    材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 定率法 

ただし平成 10 年 4 月 1 日以後取得の建物(建設付属設備は除く)は定額法 

主な耐用年数 建物 7～50 年 機械装置 2～7 年 

(会計処理方法の変更) 

当中間会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成 19 年４月１日以降に取

得の有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法により

減価償却費を計上しております。なお、当中間会計期間の損益に与える影

響は軽微であります。 

無形固定資産 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法 

長期前払費用 定額法 

なお、償却年数につきましては、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当中間会計期間において発生していると認め

られる額を計上しております。 

  (3) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

  (4) 退職給付引当金 
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従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しております。 

(会計処理方法の変更) 

役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当中間会計期間より内規に

基づく中間会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 

この変更は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱い」(監査・保証実務委員会同報告委員会第 42 号 平成 19 年４月 13

日)が公表されたこと及び、役員退職慰労金を役員の在任期間にわたって合理的に費用配分するこ

とにより、期間損益の適正化を図るために行われたものであります。この結果、従来と同一の方法

を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益は 44,110 千円減少し、税引前中間純損失は 76,090

千円増加しております。 

５．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引出可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

８．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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(会計処理方法の変更) 

前中間会計期間 
自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日 

(貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準) 
「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」(企業会計
基準委員会 企業会計基準第５
号 平成 17 年 12 月９日)および
「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 企業
会計基準適用指針第８号 平成
17 年 12 月９日)が会社法施行日
(平成 18 年５月１日)以後終了す
る中間会計期間に係る中間財務
諸表から適用されることに伴い、
当中間会計期間より当該会計基
準を適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当す
る金額は4,422,552千円でありま
す。 
なお、中間財務諸表等規則の改正
により、当中間会計期間における
中間貸借対照表の純資産の部に
ついては、改正後の中間財務諸表
等規則により作成しております。 

―――― 
 

(貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準) 
「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」(企業会計
基準委員会 企業会計基準第５
号 平成 17 年 12 月９日)および
「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 企業
会計基準適用指針第８号 平成
17 年 12 月９日)が会社法施行日
(平成 18 年５月１日)以後終了す
る事業年度から適用されること
に伴い、当事業年度より当該会計
基準を適用しております。 
従来の資本の部に相当する金額
は 4,400,736 千円であります。 
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（ 注 記 事 項 ） 

 (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成 18 年 7 月 31 日) 

当中間会計期間末 
(平成 19 年 7 月 31 日) 

前事業年度末 
(平成 19 年 1 月 31 日) 

(1) 有形固定資産の減価償却累

計額 

      3,173,936 千円 

 

(2) 担保に供している資産及び
これに対応する債務は次の
とおりであります。 

(イ)担保に供している資産 
建 物 57,003 千円 
土 地 301,351  
計 358,355  

(ロ)上記に対応する債務 
一年以内返
済予定の長
期借入金 133,600 千円 
長期借入金 109,980  
計 243,580   

(1) 有形固定資産の減価償却累計

額 

       3,396,854 千円 

 

(2) 担保に供している資産及び
これに対応する債務は次の
とおりであります。 

(イ)担保に供している資産 
建 物 54,888 千円 
土 地 301,351  
計 356,239  

(ロ)上記に対応する債務 
短期借入金 30,000 千円 
一年以内返
済予定の長
期借入金 

115,076 
 

長期借入金 115,131  
計 260,207   

(1) 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,297,236 千円 

 

(2) 担保に供している資産及び
これに対応する債務は次の
とおりであります。 

(イ)担保に供している資産 
建 物 56,353 千円 
土 地 301,351  
計 357,705  

(ロ)上記に対応する債務 
一年以内返済
予定の長期借
入金 122,820 千円 
長期借入金 53,960  
計 176,780   

(3) 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等
は相殺のうえ、流動負債のその他
に含めて表示しております。 

(3) 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等は
相殺のうえ、流動負債のその他に
含めて表示しております。 

(3) 消費税等の取扱い 
―――― 
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日 

(1) 減価償却実施額 
有形固定資産 

114,005 千円 
無形固定資産 

285 千円 

(1) 減価償却実施額 
有形固定資産 

103,540 千円 
無形固定資産 

71 千円 

(1) 減価償却実施額 
有形固定資産 

246,042 千円 
無形固定資産 

393 千円 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間 
自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日 

1. 発行済株式の種類及び総数に
関する事項 

発行済株式 
の種類 

 

普通株式 
前事業年度末
株式数 

4,098,000株 

当中間会計期
間増加株式数 

― 

当中間会計期
間減少株式数 

― 

当中間会計期
間末株式数 

4,098,000株 

2. 配当に関する事項 
 (1)配当金支払額 
平成18年4月27日開催の第39
期定時株主総会において次の
とおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 
①配当金の総額 51,225千円
②1株当たり配当額 12円50銭 
③基準日 平成18年１月31日 
④効力発生日 平成18年４月28日  

1. 発行済株式の種類及び総数に
関する事項 

発行済株式 
の種類 

 

普通株式 
前事業年度末
株式数 

4,098,000株 

当中間会計期
間増加株式数 

― 

当中間会計期
間減少株式数 

― 

当中間会計期
間末株式数 

4,098,000株 

2. 配当に関する事項 
 (1)配当金支払額 
平成19年4月26日開催の第40
期定時株主総会において次の
とおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 
①配当金の総額 51,225千円
②1株当たり配当額 12円50銭 
③基準日 平成19年１月31日 
④効力発生日 平成19年４月27日  

1. 発行済株式の種類及び総数に
関する事項 

発行済株式 
の種類 

 

普通株式 
前事業年度末
株式数 

4,098,000株 

当事業年度増
加株式数 

― 

当事業年度減
少株式数 

― 

当事業年度末
株式数 

4,098,000株 

2. 配当に関する事項 
 (1)配当金支払額 
平成18年4月27日開催の第39期
定時株主総会において次のと
おり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 
①配当金の総額 51,225千円
②1株当たり配当額 12円50銭 
③基準日 平成18年１月31日 
④効力発生日 平成18年４月28日 
 (2)基準日が当期に属する配当
のうち、配当の効力発生日が翌
期となるもの 
平成19年4月26日開催の第40期
定時株主総会において次のと
おり決議を予定しております。 
・普通株式の配当に関する事項 
①配当金の総額 51,225千円
②配当の原資 利益剰余金
③1株当たり配当額 12円50銭 
④基準日 平成19年１月31日 
⑤効力発生日 平成19年４月27日  
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間会計期間 
自 平成18年2月 1日 
至 平成18年7月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年2月 1日 
至 平成19年7月31日 

前事業年度 
自 平成18年2月 1日 
至 平成19年1月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

(平成18年7月31日) 
(単位：千円) 

現金預金勘定 1,754,954 
預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 

△ 312,000 

現金及び現金同等
物 

1,442,954 
 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

(平成19年7月31日) 
(単位：千円) 

現金預金勘定 1,556,892 
預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 

△312,000 

現金及び現金同等
物 

1,244,892 
 

現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係 

(平成19年1月31日) 
(単位：千円) 

現金預金勘定 1,480,609 
預入期間が3ヶ月
を超える定期預金 

△ 312,000 

現金及び現金同
等物 

1,168,609 
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(リース取引関係) 
前中間会計期間 

自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

機械装置 
取得価格相当額  23,832千円

減価償却累計額相当額 11,500 

中間期末残高相当額  12,331 

(注) 取得価額相当額は未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定し
ております。 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

機械装置 
取得価格相当額  39,160千円

減価償却累計額相当額 18,643 

中間期末残高相当額  20,517 

(注)  
同 左 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残高
相当額 

機械装置 
取得価格相当額  39,160千円

減価償却累計額相当額 14,549 

期末残高相当額  24,610 

(注) 取得価額相当額は未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定しておりま
す。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額 
一年以内 4,766千円

一年超 7,565 

 合計 12,331 

(注) 未経過リース料中間期末残高
相当額は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額 
一年以内 7,515千円

一年超 13,001 

 合計 20,517 

(注)  
同 左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
一年以内 7,934千円

一年超 16,675 

 合計 24,610 

(注) 未経過リース料期末残高相当
額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相
当額 
支払リース料 2,383千円

減価償却費相当額 2,383千円
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相
当額 
支払リース料 3,967千円

減価償却費相当額 3,967千円
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相
当額 
支払リース料 5,432千円

減価償却費相当額 5,432千円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同 左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同 左 
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(有価証券関係) 
1.時価のある有価証券 
 
                                          (単位：千円) 

前中間会計期間末 
（平成 18 年 7 月 31 日） 

当中間会計期間末 
（平成 19 年 7 月 31 日） 

前事業年度末 
（平成 19 年１月 31 日） 

区分 
取得原価 

中間貸借
対照表計
上 額 

 
差 額 取得原価 

中間貸借
対照表計
上 額 

 
差 額 取得原価 

貸 借 対
照 表 計
上 額 

 
差 額 

その他 
有価証券 

         

(1)株式 196,364 355,763 159,399 200,378 351,552 151,174 202,852 378,098 175,245 
(2)債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
(3)その他 6,132 7,785 1,653 6,195 8,489 2,293 6,195 8,645 2,350 

計 202,496 363,548 161,052 206,573 360,041 153,467 209,049 386,644 177,595 
(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行なっており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載して

おります。なお当該株式の減損にあたっては、下記の合理的な社内基準をもちまして減損処理を行なっております。 
時価の下落率が 50％以上の場合 減損処理を行なう。 
時価の下落率が30％以上50％未満
の場合 

過去一定期間において連続して 30％以上の下落率のあるものについて
は、減損処理を行なう。 

時価の下落率が 30％未満の場合 減損処理は行なわない。 

 

2.時価評価されていない有価証券 

(単位：千円) 
前中間会計期間末 
(平成18年7月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年7月31日) 

前事業年度末 
(平成19年1月31日) 区分 

中間貸借対照表計上額 中間貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

その他有価証券
非上場株式 

8,557 8,557 8,557 

子会社株式及び
関連会社株式 

9,000 9,000 9,000 

 合   計 17,557 17,557 17,557 

 

(デリバティブ取引関係) 

    当社はデリバティブ取引は行なっていませんので、該当事項はありません。 

(ストック・オプション等関係) 

    該当事項はありません。 

(企業結合等関係) 

    該当事項はありません。 

(持分法損益等) 

    該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 
 

期 別 
項 目 

前中間会計期間 
自 平成18年2月 1日 
至 平成18年7月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年2月 1日 
至 平成19年7月31日 

前事業年度 
自 平成18年2月 1日 
至 平成19年1月31日 

１株当たり純資産額 1,079.20円 1,030.70円 1,073.87円 

1株当たり中間(当期)
純利益または中間純損
失(△) 

24.07円 △ 27.18円 16.52円 

 なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益金額に
ついては、潜在株式が存
在しないため記載してお
りません。 
 

なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益金額に
ついては、潜在株式が存
在しないため記載してお
りません。 
 

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式が存在
しないため記載しており
ません。 
 

(注) 1株当たり中間(当期)純利益または中間純損失の算定上の基礎 
 前中間会計期間 

自平成18年2月１日 
至平成18年7月31日 

当中間会計期間 
自平成19年2月１日 
至平成19年7月31日 

前事業年度 
自平成18年2月１日 
至平成19年1月31日 

損益計算書上の中間(当期)純利益
または中間純損失(△)(千円) 98,636 △ 111,372 67,700 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益
または中間純損失(△)(千円) 98,636 △ 111,372 67,700 

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,098 4,098 4,098 

 
(後発事象) 
    該当事項はありません。 



－25－ 

5. 工種別完成工事高の状況 
（単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 

至 平成19年１月31日 

期 別 
 
 
工種別 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 構成比

特 殊 土 木 工 事 2,285,147 52.5% 2,948,710 58.0% 4,908,927 53.6% 

住宅地盤改良工事 2,070,633 47.5  2,134,333 42.0  4,250,923 46.4  

合  計 4,355,780 100.0  5,083,043 100.0  9,159,850 100.0  

 
 
6. 工種別の受注高および受注残高の状況 

 
(１)受 注 高 

（単位：千円） 
前中間会計期間 

自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 

至 平成19年１月31日 

期 別 

工種別 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 構成比

特 殊 土 木 工 事 1,851,791 46.7% 3,089,396 59.5% 5,761,798 57.3% 

住宅地盤改良工事 2,115,613 53.3  2,107,192 40.5  4,288,341 42.7  

合  計 3,967,404 100.0  5,196,588 100.0  10,050,139 100.0  

 
(２)受注残高 

（単位：千円） 
前中間会計期間 

自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日 

前事業年度 
自 平成18年２月１日 

至 平成19年１月31日 

期 別 
 
 
工種別 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 構成比

特 殊 土 木 工 事 1,754,956 95.6% 3,181,869 98.6% 3,041,183 97.7% 

住宅地盤改良工事 79,938 4.4  45,235 1.4  72,376 2.3  

合  計 1,834,894 100.0  3,227,104 100.0  3,113,559 100.0  

 


